
旧税制度

令和　　年　　月　　日

（宛先）東海市長 　　

有　　・　　無

部　署 　

　　
氏　名

電　話

　　別紙明細書記載の償却資産は、下記の事由に該当しますので、特例の申請をします。

　事　由

地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）第２条による改正前の

地方税法附則第６４条 　の規定の適用を受ける償却資産

添付書類
〈共通〉

□ 計画の申請書及び認定書の写し

□ 先端設備等導入計画の案

□ 工業会等による仕様等証明書の写し

□ 先端設備等に係る誓約書の写し(認定後に工業等による仕様等証明書を取得した場合に必要)

□ 固定資産税軽減計算書及びリース契約書の写し（リース会社が特例を申請する場合に必要）

〈事業用家屋を含む場合〉
□ 特例対象家屋一覧表

□ 青色申告書の写し

□ 建築確認済証の写し

□ 建物の見取り図の写し

□ 先端設備の購入契約書の写し

　※　処理欄

事業用家屋及び償却資産特例申請書(先端設備等導入計画）

所有者住所

所有者氏名又は名称並び
に代表者氏名

事業種目

決算期

青色申告

担当者

資産所在地


